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平成１２年度東京都港湾事業会計決算審査意見書

第１ 審 査 の 概 要

１ 審査の期間 平成１３年６月１日から同年８月１日まで

２ 審査の対象 港 湾 局

３ 審査の手続

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、港湾事業の経営成績及び財政状

態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計帳票、証拠書類の照合等通常実施すべき

審査手続を実施したほか、必要と認めるその他の審査手続を実施した。

ついで、本事業の経営内容の動向を把握するため計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性

の確保を主眼として考察した。

第２ 審 査 の 結 果

１ 決算諸表について

審査に付された決算諸表は、港湾事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認

められる。

２ 経営状況について

港湾事業は、東京港において、①港湾の荷役作業の効率的な運営を図るために設置されたクレ

ーンなどの荷役機械、②海上輸送貨物を一時保管又は荷さばきをするため岸壁又はさん橋の背後

に設置された上屋及び野積場などの港湾設備を整備し、提供する事業である。

本事業は、平成１２年度から、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の一部適用事業

として、企業会計方式を採用することとしたものである。

なお、平成１２年度の港湾施設使用料の実績は、表１のとおりである。
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(表１)平成１２年度港湾施設使用実績

区 分 平成１２年度

規 模 単位

上 屋 専用使用 ３０３，４５６ ｍ２

一般使用 ３７，８９２，３９５ ｍ２

電気設備 ５９６，３５９ KWH

起重機 専用使用 ２基×９月 -

一般使用 １６，３０３．５ 時間

貯木場 ５，２４３，７１２ ｍ２

石炭用荷役設備 １１，１５０ t

自動車はかり ３１５ t

野積場 専用使用 ７１，４３８ ｍ /年２

一般使用 １３１，４２２，８９３ ｍ２

港湾設備用地 ５，７４４，８８５ ｍ２

荷役連絡所 ２７４，６０２ ｍ２

水産物用荷役設備 ５２，６７２．６９ ｍ２

コンテナ用荷役機器 １ 件

整備点検設備

冷蔵コンテナ用荷役設備 ９９，５５７ 個

木材用荷役設備 １ 件

荷役機械器具置場 ３３，７９２ ｍ２

散水設備 ２０ 台

船舶給水 １９３，６８８ ｍ３

（１）経営成績について

平成１２年度の経営成績は、表２（詳細は、別表１損益計算書参照）のとおり、総収益７４

億４，３４８万余円に対し、総費用６２億６，１６５万余円であり、差引き１１億８，１８３

万余円の純利益を計上している。

(表２)経営成績の内訳 (単位：千円)

平成１２年度

区 分

金 額 (Ａ)

総 収 益 (a=b+c+d) ７,４４３,４８６

営 業 収 益 (b) ６,５４５,１５２

営業外収益 (c) ８２８,９１５

特 別 利 益 (d) ６９,４１８

総 費 用 (e=f+g) ６,２６１,６５４

営 業 費 用 (f) ５,８４９,４４６

営業外費用 (g) ４１２,２０７

純 利 益 (h=a-e) １,１８１,８３２
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ア 収益について

収益は、表３のとおり、総収益７４億４，３４８万余円であり、その内訳は、営業収益が

６５億４，５１５万余円、営業外収益が８億２，８９１万余円、特別利益が６，９４１万余

円である。

このうち、営業収益は、港湾施設の使用料である港湾施設使用料であり、６５億４，５１

５万余円となっている。

港湾施設使用料の主なものは、上屋の使用料が１２億４，８３７万余円、起重機の使用料

が１３億５，３４４万余円、野積場の使用料が１２億４，２５０万余円、港湾設備用地の使

用料が１０億９，３１１万余円などである。

営業外収益は、８億２，８９１万余円で、その内訳は、受取利息が１，６５８万余円、雑

収益が８億１，２３２万余円である。

雑収益の主なものは、上屋屋上に建設された民間倉庫等の地所貸付料である財産運用収入

が４億６５３万余円、荷役連絡所利用者等が使用した電気、水道料金の受入である光熱水費

受入が３億８，１３６万余円となっている。

特別利益は、６，９４１万余円で、これは、りんかい線第二期事業区間（東京テレポート

駅から大崎駅までの区間）のトンネル設置に伴う、日本鉄道建設公団からの区分地上権設定

の権利金を計上したことによるものである。
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(表３)収 益 の 内 訳 （単位：千円、％）

区 分 平成１２年度

金 額 構成比

営 業 収 益 ６，５４５，１５２ ８７．９

港 湾 施 設 使 用 料 ６，５４５，１５２ ８７．９

上 屋 １，２４８，３７４ １６．８

電 気 設 備 ３５，７８１ ０．５

起 重 機 １，３５３，４４３ １８．２

貯 木 場 １１５，３６１ １．５

石 炭 用 荷 役 設 備 １，７９５ ０．０

自 動 車 は か り １６，９４０ ０．２

野 積 場 １，２４２，５０７ １６．７

港 湾 設 備 用 地 １，０９３，１１３ １４．７

荷 役 連 絡 所 ３７８，２２９ ５．１

水産物用荷役設備 ３７０，５６６ ５．０

コンテナ用荷役機器

整 備 点 検 設 備 １４，３６２ ０．２

冷蔵コンテナ用荷役設備 １８９，８０８ ２．５

木 材 用 荷 役 設 備 ３４８，９８４ ４．７

荷役機械器具置場 １１，４８９ ０．２

散 水 設 備 ３２０ ０．０

船 舶 給 水 １２４，０７６ １．７

営 業 外 収 益 ８２８，９１５ １１．１

受 取 利 息 １６，５８９ ０．２

預 金 利 息 １６，５８９ ０．２

雑 収 益 ８１２，３２５ １０．９

財 産 運 用 収 入 ４０６，５３５ ５．５

光 熱 水 費 受 入 ３８１，３６７ ５．１

そ の 他 雑 収 益 ２４，４２２ ０．３

特 別 利 益 ６９，４１８ ０．９

そ の 他 特 別 利 益 ６９，４１８ ０．９

総 収 益 ７，４４３，４８６ １００
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イ 費用について

費用は、表４のとおり、総費用６２億６，１６５万余円であり、その内訳は、営業費用が

５８億４，９４４万余円、営業外費用が４億１，２２０万余円である。

営業費用の主な内訳は、管理運営費が２１億７，０７７万余円、減価償却費が３２億５，

７４４万余円である。

営業外費用の内訳は、その大部分が支払利息及び企業債取扱諸費であり、企業債利息が３

億２，６９５万余円である。

なお、給与費、職員数等については表５のとおりである。

（表４）費 用 の 内 訳 （単位：千円、％）

区 分 平成１２年度 構成比

営 業 費 用 ５，８４９，４４６ ９３．４

管 理 運 営 費 ２，１７０，７７３ ３４．７

減 価 償 却 費 ３，２５７，４４８ ５２．０

資 産 減 耗 費 ４２１，２２５ ６．７

営 業 外 費 用 ４１２，２０７ ６．６

支払利息及び企業債取扱諸費 ３２６，９５７ ５．２

企 業 債 利 息 ３２６，９５７ ５．２

雑 支 出 ８５，２４９ １．４

雑 支 出 ８５，２４９ １．４

総 費 用 ６，２６１，６５４ １００

（表５）給 与 費 明 細 表

区 分 平成１２年度

損 益 勘 定 資本勘定 計

千円 千円 千円

給 料 １５５，５４５ ０ １５５，５４５

手 当 １１９，５５２ ３，００１ １２２，５５３

法定福利費 ４２，３４５ ０ ４２，３４５

計 ３１７，４４２ ３，００１ ３２０，４４３

職 員 数 ４４人 ０人 ４４人

平均年齢 ３８歳３月

職員１人当 千円

たり給与費 ６，３２０

(注) 1 職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。

(注) 2 職員１人当たり給与費は、(給料＋手当)÷月当たり平均職員数である。

(注) 3 職員は、すべて損益勘定部門に所属している。
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以上の結果を事業の収益性を示す経営比率で見ると、表６のとおりである。

(表６）経 営 比 率 表

年 度
平成１２年度 算 式

項 目

営業利益
経営資本営業利益率 (％) ０．２

経営資本

営業利益
営業収益営業利益率 (％) １０．６

営業収益

営業収益
経営資本回転率 (回) ０．０２

経営資本

総 費 用
総費用対総収益比率 (％) ８４．１

総 収 益

(注) 経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資）

（２）財政状態について

ア 資本的収支について

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支については、表７のとおりである。

当年度における資本的収入は、２億３，９００万円で、その内訳は、すべて企業債である。

一方、資本的支出は、２３億９，５０２万余円で、その内訳は、建設改良費が１７億８，

６５７万余円、企業債費は６億８４４万余円である。

（表７）資本的収支表

（単位：千円）

平成１２年度

区 分

(Ａ)

資収 企 業 債 ２３９，０００

本 計 ２３９，０００

的入

資支 建 設 改 良 費 １，７８６，５７８

本 企 業 債 費 ６０８，４４６

的出 計 ２，３９５，０２５

差 引 資 本 的 収 支 △ ２，１５６，０２５
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イ 資産及び負債・資本について

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。

資産合計は、３，３４４億７，８９２万余円で、平成１２年度東京都港湾事業開始貸借対照

表（平成１２年４月１日）の計上額（以下、「期首」という。３，３５０億２，５７０万余

円）と比較して５億４，６７８万余円（０．２％）減少している。これは、流動資産が１３億

７，５９８万余円増加したものの、固定資産が１９億２，２７６万余円減少したことによるも

のである。

流動資産の増加は主に、現金預金が９億９，２２７万余円増加したことなどによるものであ

る。

固定資産の減少は主に、減価償却を行ったことから、有形固定資産が１９億２，２７６万余

円減少したことなどによるものである。

一方、負債合計は、１１億２，５８９万余円で、期首（２５億３，９３１万余円）と比較し

て１４億１，３４２万余円（５５．７％）減少している。これは、営業未払金が４億６，８２

８万余円、建設改良未払金が６億５，７６０万余円それぞれ増加したものの、その他未払金が

２５億３，９３１万余円減少したことによるものである。

また、資本合計は、３，３３３億５，３０３万余円で、期首（３，３２４億８，６３８万余

円）と比較して８億６，６６４万余円（０．３％）増加している。これは、資本金が３億６，

９４４万余円減少したものの、剰余金が１２億３，６０９万余円増加したことによるものであ

る。

資本金の減少は、企業債を償還したことにより借入資本金が減少したことによるものであり、

また、剰余金の増加は、資本剰余金である受贈財産評価額が５，４２６万余円、当年度純利益

を計上したことから利益剰余金が１１億８，１８３万余円増加したことによるものである。

次に、当年度における有利子負債及び支払利息の状況は、表８のとおりであり、有利子負債

については、企業債を発行したことにより２億３，９００万円増加し、企業債を６億８４４万

余円償還した結果、当年度末現在９２億３，７１０万余円の残高となっている。
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（表８）有利子負債及び支払利息の状況

（単位：千円）

平成12年度末 平 成 12 年 度 平成12年度 増（△）減
区 分

残 高 期首現在高
（Ａ） 増 加 減 少 （Ｂ） （Ａ)－(Ｂ）

有 負

利 企 業 債 9,237,107 239,000 608,446 9,606,554 △ 369,447

子 債

区 分 平成12年度支払額 (Ｃ) 平成11年度支払額 (Ｄ) 増(△)減(Ｃ)－(Ｄ)

支 利 企業債利息及び

326,957 - -

払 息 企業債取扱諸費

以上の財政状態を財務比率で見ると、表９のとおりである。

(表９)財務比率表

(単位：％)

年 度
平成１２年度 算 式

項 目

流動資産
流 動 比 率 ８１４．２

流動負債

自己資本
自 己 資 本 構 成 比 率 ９６．９

総 資 本

固定資産
固定資産対長期資本比率 ９７．６

長期資本

(注) １ 自己資本=自己資本金+剰余金

（注）２ 長期資本=資本金+剰余金+固定負債

ウ 資金収支について

資金収支の状況については、表１０のとおりである。

資本的収入の総額は２億３，９００万円であり、これに対して資本的支出の総額は２３億９，

５０２万余円である。

この資本的収支に翌年度繰越工事資金６億３，７５７万余円を加えた資本的収支資金不足額は

２７億９，３６０万余円となっている。

この資本的収支資金不足額に、当年度純利益１１億８，１８３万余円及び損益勘定留保資金３

７億６，３６０万余円の収益的収支資金剰余額４９億４，５４３万余円を合わせた当年度資金剰

余額は２１億５，１８３万余円となっている。

この結果、平成１２年度末の本会計の繰越資金は、表１１のとおり、７４億３６２万余円とな

っている。
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(表１０)資 金 収 支 表 (単位：千円)

支 出 収 入

項 目 金 額 項 目 金 額

資 本 的 支 出 (A) 2,395,025 資 本 的 収 入 (B) 239,000

翌年度への繰越工事資金(C) 637,577 前年度繰越額 (D) 0

計（E＝A＋C） 3,032,602 計（F=B+D） 239,000

資本的収支資金不足額

（G＝F－E） (2,793,602)

当年度純利益（ 損失） 1,181,832△

損益勘定留保資金 3,763,605

減 価 償 却 費 3,257,448

資 産 減 耗 費 421,225

雑 支 出 84,932

計（H） 4,945,437

収益的収支資金剰余額(I＝H) (4,945,437)

当年度資金剰余額（J＝I－G) 2,151,835

合 計 （M） 5,184,437 合 計 （F＋H） 5,184,437

(表１１)繰越資金状況 (単位：千円)

年 度
平成１２年度期首 平成１２年度期末

項 目

繰 越 資 金 ５，２５１，７９２ ７，４０３，６２８

（３）建設改良事業について

建設改良事業は、上屋、荷役機械等の港湾施設の整備及び既設港湾施設等の改良を実施して

いる。

平成１２年度における執行状況は、表１２のとおり、予算額３７億２，５５５万円に対し、

執行額１７億８，６５７万余円であり、執行率は４８．０％となっており、主に１２号地内貿

雑貨ふ頭整備、品川コンテナふ頭の再整備等を行っている。

これら事業の執行状況について見ると、不用額の主なものは、港湾施設整備事業において、

豊洲・晴海開発整備計画に伴い、港湾事業者との調整の結果、移転計画が変更したため、１２

号地内貿雑貨ふ頭の上屋新築工事等に係る仕様変更等を行ったことにより不用額（３億１，１

９９万余円）が生じたこと、青海コンテナふ頭整備に当たり、野積場整備計画を変更したこと

から、電気設備工事等に不用額（３億２，８４２万余円）を生じたことなどによるものである。
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（表１２）平成１２年度建設改良事業執行状況 (単位：千円、％)

予算額 決算額 執 行 率 翌年度への 不 用 額

区 分 （Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ） 繰越額（Ｃ） （Ａ－Ｂ－Ｃ）

港湾施設整備事業 3,574,329 1,659,676 46.4 637,577 1,277,076

港湾施設改良事業 151,224 126,902 83.9 0 24,322

計 3,725,553 1,786,578 48.0 637,577 1,301,398

以上、平成１２年度における経営状況について述べてきたが、経営成績で見たとおり、当期純

利益１１億８，１８３万余円を計上している。



（別表１）損益計算書

(単位：円）

平成１２年度

科           目 金　　　額

（Ａ）

１　営　　業　　収　　益 6,545,152,661

　港　湾　施　設　使　用　料 6,545,152,661

２　営　　業　　費　　用 5,849,446,858

　管　理　運　営　費 2,170,773,629

　減　価　償　却　費 3,257,448,075

　資　産　減　耗　費 421,225,154

３　営　業　利　益(1-2) 695,705,803

４　営　業　外　収　益 828,915,092

　受　取　利　息 16,589,433

　雑　　収　　益 812,325,659

５　営　業　外　費　用 412,207,373

　支払利息及び企業債取扱諸費 326,957,986

　雑　　支　　出 85,249,387

６　営　業　外　利　益(4-5) 416,707,719

７　経　常　利　益(3+6) 1,112,413,522

８　特　別　利　益 69,418,818

９　当 年 度 純 利 益(7+8) 1,181,832,340

10　当年度未処分利益剰余金 1,181,832,340

－ １１ －



(別表２）比較貸借対照表

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

固　　定　　資　　産 325,311,826,546 97.3 327,234,593,448 97.7 △ 1,922,766,902 △ 0.6

有　形　固　定　資　産 325,310,079,346 97.3 327,232,846,248 97.7 △ 1,922,766,902 △ 0.6

土　　　　　　　地 292,831,628,811 87.5 292,831,628,811 87.4 0        0

建　　　　　　　物 19,262,041,886 5.8 19,301,089,780 5.8 △ 39,047,894 △ 0.2

建物減価償却累計額 △ 1,182,294,790 △ 0.4 0       - △ 1,182,294,790        -

構　　　築　　　物 9,941,002,004 3.0 9,094,662,375 2.7 846,339,629 9.3

構築物減価償却累計額 △ 1,633,720,804 △ 0.5 0       - △ 1,633,720,804        -

機　械　及　び　装　置 5,512,312,115 1.6 5,160,702,134 1.5 351,609,981 6.8

機械及び装置減価償却累計額 △ 418,990,314 △ 0.1 0       - △ 418,990,314        -

車　両　運　搬　具 37,950,024 0.0 37,950,024 0.0 0        0

車両運搬具減価償却累計額 △ 7,935,687 △ 0.0 0       - △ 7,935,687        -

船　　　　　　　舶 115,048,837 0.0 115,048,837 0.0 0        0

船舶減価償却累計額 △ 10,626,912 △ 0.0 0       - △ 10,626,912        -

工 具 器 具 及 び 備 品 17,162,023 0.0 11,453,813 0.0 5,708,210 49.8

工具器具及び備品減価償却累計額 △ 3,879,568 △ 0.0 0       - △ 3,879,568        -

建　設　仮　勘　定 774,622,078 0.2 604,550,831 0.2 170,071,247 28.1

その他有形固定資産 75,759,643 0.0 75,759,643 0.0 0        0

無　形　固　定　資　産 1,747,200 0.0 1,747,200 0.0 0        0

電　話　加　入　権 1,747,200 0.0 1,747,200 0.0 0        0

流　　動　　資　　産 9,167,095,485 2.7 7,791,111,191 2.3 1,375,984,294 17.7

現　金　預　金 8,133,594,756 2.4 7,141,316,784 2.1 992,277,972 13.9

現　　　　　　金 20,941 0.0 0       - 20,941        -

預　　　　　　金 8,133,573,815 2.4 7,141,316,784 2.1 992,257,031 13.9

未　　収　　金 395,923,929 0.1 649,794,407 0.2 △ 253,870,478 △ 39.1

営　業　未　収　金 338,030,724 0.1 0       - 338,030,724        -

営　業　外　未　収　金 33,280,755 0.0 0       - 33,280,755        -

そ　の　他　未　収　金 24,612,450 0.0 649,794,407 0.2 △ 625,181,957 △ 96.2

前　　払　　金 637,576,800 0.2 0       - 637,576,800        -

資　　産　　合　　計 334,478,922,031     100 335,025,704,639     100 △ 546,782,608 △ 0.2

　　　　科　　　　　目

平成１２年度（期首）平成１２年度（期末）

（単位：円、％）

増（△）減

－ １２ －



金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

流　　動　　負　　債 1,125,890,470 0.3 2,539,318,503 0.8 △ 1,413,428,033 △ 55.7

未　　払　　金 1,125,890,470 0.3 2,539,318,503 0.8 △ 1,413,428,033 △ 55.7

営　業　未　払　金 468,281,926 0.1 0       - 468,281,926         -

建 設 改 良 未 払 金 657,608,544 0.2 0       - 657,608,544         -

そ　の　他　未　払　金 0 0.0 2,539,318,503 0.8 △ 2,539,318,503    △ 100

負　　債　　合　　計 1,125,890,470 0.3 2,539,318,503 0.8 △ 1,413,428,033 △ 55.7

資　　本　　金 332,116,939,221 99.3 332,486,386,136 99.2 △ 369,446,915 △ 0.1

自　己　資　本　金 322,879,831,271 96.5 322,879,831,271 96.4 0        0

借　入　資　本　金 9,237,107,950 2.8 9,606,554,865 2.9 △ 369,446,915 △ 3.8

企　　業　　債 9,237,107,950 2.8 9,606,554,865 2.9 △ 369,446,915 △ 3.8

剰　　余　　金 1,236,092,340 0.4 0       - 1,236,092,340         -

資　本　剰　余　金 54,260,000 0.0 0       - 54,260,000         -

受　贈　財　産　評　価　額 54,260,000 0.0 0       - 54,260,000         -

利　益　剰　余　金 1,181,832,340 0.4 0       - 1,181,832,340         -

当年度未処分利益剰余金 1,181,832,340 0.4 0       - 1,181,832,340         -

資　本　合　計　額 333,353,031,561 99.7 332,486,386,136 99.2 866,645,425 0.3

負　債・資　本　合　計 334,478,922,031     100 335,025,704,639     100 △ 546,782,608 △ 0.2

（単位：円、％）

　　　　科　　　　　目

平成１２年度（期末） 平成１２年度（期首） 増（△）減

－ １３ －


